
年金事務所での年金相談は待たずに快適な予約相談をご利用ください。
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会費納入について
　社会保険協会事業は、会員の皆様からお納め
いただく大切な会費をもって運営されております。
　令和8年度の協会費につきまして、納入が
お済みでない事業所様におかれましては、相次ぐ
物価高騰等による大変厳しい状況下、諸事ご出費
の多い折とは存じますが、協会事業運営に特段の
ご理解とご協力を賜りますよう、よろしくお願い
いたします。
　今後における経済の安定を願うとともに、皆様方
のご繁栄、ご健勝を心よりお祈り申し上げます。
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申込先：（一財）静岡県社会保険協会あて

事業所
所在地
　事業所
名　称

〒　　　－ 会 員 番 号

T  Ｅ  Ｌ

Ｆ  Ａ  Ｘ

「カスタマーハラスメントセミナー」受講申込書
（宛名シールに記載の6桁の数字）

■日時・会場

■内　　　容
■講　　　師
■受　講　料
■お 申 込 み

■定　　　員

■お 問 合 せ

従業員や会社を守るために必要な「カスタマーハラスメント対策」について
一般社団法人 日本産業カウンセラー協会静岡事務所　所長 菊池光洋※

無料
下記の「受講申込書」にご記入いただき、9月4日（金）までにFAXにてお申込み下さい。ただし、
各会場とも定員になり次第、締め切りとさせていただきます。その場合は、ホームページ
にてお知らせします。本年度の当会会費納入済事業所様のみ、お申込みを承ります。
東部・中部・西部　各30名（先着順）　＊1事業所1名様とさせていただきます。
開催日1週間前までに受講者あて「受講票」をお送りします。
一般財団法人 静岡県社会保険協会　TEL:054-255-0217（8:30～17:00/土日休）

FAX：054-255-3840

　西部会場 10/27（火）
受講者氏名 受講者氏名
東部会場 10/9（金）

受講者氏名
中部会場 10/2（金）

地区 開催時間：14：00～16：30開催日・会場 会場住所

中部 静岡労政会館10月 2 日（金） 静岡市葵区黒金町5-1

東部

アクトシティ浜松  コングレスセンター

10月 9 日（金） 沼津市大手町1-1-4

西部

プラサヴェルデ

10月27日（火） 浜松市中央区板屋町111-1

　カスタマーハラスメント（カスハラ）とは、一般的には顧客や取引先などから社会通念上許容されない暴言、
威嚇、過度な要求などといった著しい迷惑行為を指します。企業は安全配慮義務に基づき、従業員をカスハラ
から守る責任があります。
　令和8年10月より、カスタマーハラスメントを防止するために、雇用管理上必要な措置を講じることが事業主
の義務となります。今回のセミナーでは、従業員や会社を守るために必要なカスタマーハラスメント対策に
ついて学びます。

　社会保険・労働保険について、社会保険労務士がポイントを絞って説明
しております。
　事務担当者様の事務手続き時の参考や、新任担当者様向け教材として
ご活用ください。
（内容）社会保険の手続き／働き方と社会保険／ケガや病気／結婚・出産・
　　　 育児・介護の手続き／退職後の手続き

（※静岡県や静岡県警、企業等300件を超えるハラスメントやメンタルヘルス研修を行ってきたベテラン講師です）

※会場によっては駐車場がありませんので、ご注意ください。

「カスタマーハラスメントセミナー」開催のご案内

「ライフステージにおける社会保険・労働保険 2026年度版」を
配信しています

WEB
動画

静岡県社会保険協会　ライフステージ※ご視聴は、当協会「会員専用ページ」からご視聴ください。
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「ふじのくに健康宣言」参加事業所募集中！
事業所全体で、健康づくり

　従業員の健康づくりは、医療費の抑制だけではなく職場の活気や企業の成長を支える原動力です。
人手不足が深刻化する今こそ、従業員が安心して長く働けるよう、健康を大切にする職場づくりが
ますます重要になっています。
　そのような中、事業主が、健康を大切にする職場づくりに取り組むことを宣言し、協会けんぽと
協働で取組を進めていく「健康宣言」を行う事業所が増えています。協会けんぽ静岡支部では、静岡県と
連携して「ふじのくに健康宣言」事業を推進しており、従業員やご家族の健康づくりをサポートして
います。
　令和8年5月末現在、協会けんぽ静岡支部に加入する事業所の約10社に１社、計7,677事業所が
「ふじのくに健康宣言」の登録をされています。これは、全国で２番目に多い数字です。職場の健康
づくりの第一歩として、 「ふじのくに健康宣言」の登録をぜひご検討ください。

《健康宣言のメリット、期待される効果》

《健康宣言に参加している事業所の声》

《宣言いただく内容》

共通項目 ・社員の健診受診率100％ ・保健指導の実施率50％以上 ・再検査、要治療者への受診勧奨

任意項目 ・メンタルヘルス ・生活習慣改善（運動、食事） ・適正な働き方（残業時間縮減など）
・禁煙、分煙対策 ・その他オリジナルの取組

「ふじのくに健康宣言」へのご参加方法、ご案内のリーフレット・宣言届出用紙の
ダウンロードなど、詳しくは協会けんぽ静岡支部ホームページをご覧ください。

従業員 事業所
●心身の健康維持
●モチベーションの向上
●職場環境の改善
●ワークライフバランスの
　充実

●離職率の低下
●生産性の向上
●企業価値の向上
●優秀な人材の確保

　すべての事業所が目標として取り組む共通項目に加え、各事業所の健康課題に応じて取り組む
任意項目があります。(共通項目のみを宣言内容とすることもできます）

「従業員を大切にする会社」
としてイメージアップ！
健康経営は「コスト」ではなく
「未来への投資」です！

届いた健康宣言ボードは、事務所の出入り口に掲示し、アピールしています。
「お昼にラジオ体操を始めよう」という従業員の提案もあり、
職場の健康意識が高まっていると思います。
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「ふじのくに健康宣言」参加事業所に
健康づくりツールを提供しています

「健康経営優良法人認定制度」の詳しい内容、申請方法等につきましては
健康経営優良法人ポータルサイト、「ACTION!健康経営」をご覧ください。

事業所カルテ 健康経営取組事例集

健康宣言通信 健康づくりポスター

国の顕彰制度｜健康経営優良法人認定制度
健康経営に力を入れている優良な法人を顕彰するため、経済産業省が創設し、日本
健康会議が認定しています。認定を受けることで事業所のさらなるイメージアップ
が期待できます。

054-275-6601（代表）

全国健康保険協会静岡支部

　健診受診率、血圧や
脂質といった生活習慣病
リスクなどを、グラフ
やレーダーチャートで
「見える化」した資料
です。　
　生活習慣の改善が必要
な方の割合もわかる
ようになっていますので、
従業員の健康状態を
把握するツールとして
ご活用いただけます。

　協会けんぽ静岡支部
加入の事業所が、どう
いった健康づくりの
取組をしているのかに
ついて、具体的な内容や
成果を掲載しています。　
　「健康づくりの取組
を始めたいが、どんな
ことをすればよいか
わからない」ときの参考
資料としてご活用いた
だけます。

　メンタルヘルスの
セルフケア方法、ロコモ
予防のエクササイズと
いった、健康づくりに
役立つ情報をメール配信
しています。　
　健康宣言通信を事業所
の中で展開していただく
ことで、従業員の健康
リテラシーの向上が
期待できます。

　「喫煙」「脂質」「運動」
「代謝」「血圧」の5つ
のテーマに沿った、計
15種類をご用意して
います。　
　事業所の健康課題や
従業員のご希望に応じ、
事業所内の様々な場所
に貼り、ご活用いただけ
ます。

《健康経営の取組をさらに一歩先へ》

「ふじのくに健康宣言」に関するお問い合わせ先
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　以下の①または②の事業所が対象です。
①2026年10月1日以降対象となることができる事業所
　2026年10月1日以降、任意特定適用事業所（労使の合意により、任意で短時間労働者（パート・
アルバイトの方）を社会保険の加入対象とした適用事業所）になると、保険料調整制度の対象と
なります。
※2026年9月30日以前に任意特定適用事業所となった事業所は、保険料調整制度の対象外です。
②2027年10月1日以降、順次対象となる事業所
原則として、今後、社会保険の適用拡大により短時間労働者が加入対象となる事業所が対象です。

従業員50人以下の事業主の皆さまへ
2026年10月1日から短時間労働者の社会保険料負担を支援する制度が始まります

～保険料調整制度~
どんな事業所が対象ですか？

　以下の3つの条件にすべて当てはまる短時間労働者が対象です。

　従業員の負担軽減の割合は月収に応じて異なります。また、制度利用3年目は割合が半減します。

どんな従業員が対象ですか？

　新たに社会保険の加入対象となる短時間労働者が就業調整せず働けるよう、制度の利用から通算
3年間、対象となる従業員の社会保険料を軽減します。事業主には軽減分を一時的に負担いただき
ますが、一定期間経過後にお支払いいただく保険料からその分を全額控除するため、最終的に事業主が
納付する保険料は増えません。従業員が将来受け取る年金額にも影響はありません。
〈月収8.8万円の従業員に制度を利用した場合のイメージ※〉

どのような制度ですか？

対象時期
従業員数

① 週の所定労働時間が20時間以上
　 （フルタイムの3/4未満）

② 月収が13万円末満
　 （標準報酬月額が12.6万円以下）

③ 学生ではない

2027年10月～
36～50人

2029年10月～
21～35人

2032年10月～
11～20人

2035年10月～
10人以下

※従業員数とは、厚生年金の被保険者数（フルタイムの従業員と週の労働時間がフルタイムの3/4以上の
　従業員を合計した数）を指します。

本来の負担 制度利用後

従 業 員 事 業 主
12,500円/月 12,500円/月

従 業 員 事 業 主
6,250円/月 控除後12,500円

  +6,250円/月（一時的負担）

事 業 主
12,500円
　　　 +0円/月

⬇
⬇⬆

•従業員の負担の一部を事業主が追加負担
•従業員は、少ない負担で社会保険に加入できます

事業主が追加負担した
保険料は、一定期間
経過後にお支払いいた
だく保険料から控除
します

※保険料額はあくまでもイメージであり、実際の額とは異なります。

月収（円）
（標準報酬月額）
従業員：事業主
（1・2年目） 25：75

37.5：62.5

30：70

40：60

36：64

43：57

41：59

45.5：54.5

45：55

47.5：52.5

48：52

49：51従業員：事業主
（3年目）

9.3万未満
（8.8万以下）

9.3～10.1万未満
（9.8万）

10.1～10.7万未満
（10.4万）

10.7～11.4万未満
（11万）

11.4～12.2万未満
（11.8万）

12.2～13万未満
（12.6万）
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　任意特定適用事業所とは、労使の合意により、任意で短時間労働者（パート・アルバイトの方）を
社会保険の加入対象とした適用事業所です。
　2026年10月1日以降、任意特定適用事業所になると、保険料調整制度の対象となります。

　短時間労働者が働く時間を増やして社会保険に加入すると、以下のようなメリットがあります。

2026年10月1日から保険料調整制度が利用できる
任意特定適用事業所となるための手続きについて

　事業所が保険料調整制度の対象となった日から2年以内に、開始申出をする必要があります。
どのような手続きが必要ですか？

提　出　物

提出方法・
提　出　先

保険料調整開始申出書

事務センターへ郵送または管轄の年金事務所へ
郵送/窓口持参（電子申請不可）
※健康保険組合に加入している場合の提出方法については、
　各組合にお問い合わせください。

〈制度の対象となる従業員が負担する社会保険料のイメージ〉
　事業所が制度の利用を開始してから3年が経過した時点で、従業員の保険料の軽減は終了します。

開始
▼

終了
▼

2026年10月

　　事業所
協会けんぽ加入 1年目 2年目 3年目

9,375円/月6,250円/月

9,375円/月

この例の場合、従業員Aは3年間、従業員Bは2年間で保険料の軽減が終了します。

保険料調整制度利用期間（3年間）

※従業員A、Bの月収（標準報酬月額）は88,000円としています。

12,500円/月

12,500円/月6,250円/月

従業員A
2026年10月1日から

社保加入

従業員B
2027年10月1日から

社保加入

2027年10月 2028年10月 2029年10月

【2026年10月1日から制度を利用した事業所の例】

「保険料調整開始申出書」の
様式は、日本年金機構
ウェブサイトから
ダウンロードできます。
https://www.nenkin.90.jp/
tokusetsu/hokenryochosei.html

同意対象者の2分の1以上の同意をとった上で、必要書類をご提出ください。
※同意対象者とは、厚生年金保険の被保険者、70歳以上被用者および短時間労働者を指します。

任意特定適用事業所となるための手続き

提　出　物

提出方法・
提　出　先

①任意特定適用事業所申出書
②同意対象者の2分の1以上の同意を示す書類
③短時間労働者に該当する方の被保険者資格取得届
事務センターへ郵送または管轄の年金事務所へ
郵送/窓口持参（電子申請も可能）

手続きの詳細や
届書様式に関するご案内
https://www.nenkin.go.jp/
tokusetsu/ninitokuteitekiyo.html

電子申請に関する
ご案内
https://www.nenkin.go.jp/
denshibenri/index.html

1
人材の確保・定着の
可能性が高まります

2
従業員の働く意欲の
向上に繋がります

3 就業調整が不要になり、
安定してシフトを組み
やすくなります

　従業員には、社会保険に加入すると年金や医療保険が充実することを伝え、加入の希望を聞きましょう。
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⬇
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45：55

47.5：52.5

48：52

49：51従業員：事業主
（3年目）

9.3万未満
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12月 1月

出産日
▼

1歳の誕生日の
前月（12月分）まで

▼
2月 3月 4月 5月 12月

産前産後免除期間
出産予定月または出産月の前月から4か月間

育児免除期間

育児免除期間

母　親

父　親
（養父母）

＜育児免除イメージ図＞

職域型年金委員のご案内

令和8年（2026年）10月から
国民年金保険料の育児免除制度が始まります

　年金委員は、厚生労働大臣の委嘱により、会社や地域において、年金制度の啓発・相談・助言などの
活動を行う民間協力員です。
　会社内で活動を行う「職域型年金委員」は、全国で約13万8千名（令和8年3月末時点）の方が委嘱
されています。

•社員に対する年金制度の周知、助言
•ポスターの掲示、リーフレットの配架
•年金制度説明会への参加
•「ねんきん月間（11月）」「年金の日（11月30日）」における普及・啓発活動のサポート

■国民年金第1号被保険者（自営業者・農業者・アルバイト・無職など）も育児で保険料が免除される
制度が始まります。

■お子さま（実子・養子）を育てている方（父母・養父母）は、申請することで、月額17,920円（令和8年度）
の保険料が免除されます。

■対象期間は、お子さま（実子・養子）が1歳になる誕生日の前月までです。
■将来の年金額は、納付した場合と同じように反映されます。

任　　期 なし

報　　酬 奉仕的な民間協力員として活動していただいています。
活動に伴う旅費等については支給されますが、報酬はありません。

制度改正のお知らせ 定期的なお知らせを無料で提供し、制度改正などの情報を、
いち早くお知らせします。

研修会の無料参加 制度改正等の研修会に無料で参加できます。

表彰制度 活動の功績に対して、厚生労働大臣や日本年金機構理事長からの
表彰制度があります。

コミュニティ 研修会や活動を通じて、コミュニティの幅が広がります。

「職域型年金委員」にご興味がある方は、管轄の年金事務所までお問い合わせください。

●「職域型年金委員」のメリット

●主な活動内容
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令和7年度　事業・決算報告
　一般財団法人静岡県社会保険協会は、台風６号の影響に
より書面にて理事会、6月23日に評議員会を開催し、令和
7年度の事業報告及び収支決算について、規定に基づき
審議が行われ、いずれも原案どおり可決承認されました。
　事業内容及び決算について、次のとおり報告いたします。
　　

令和7年度  事業報告
 社会保険制度の普及啓発事業
１． 広報紙の発行
　機関紙「社会保険しずおか」を偶数月に発行し、社会保険
制度の内容や改正事項等の周知を図りました。
2． 参考図書等の作成配付
　「社会保険事務便覧」を作成配付し、社会保険に関する
手続きが円滑にできるよう周知を図りました。
　また、「さわやかカレンダー」を配付する等、疾病予防意識の
向上に努めました。
　①社会保険基礎講座の開催

県内7会場で開催しました。　 受講者総数　579名
内容　社会保険の適用関係、健康保険の給付について

　②年金基礎講座の開催　
県内7会場で開催しました。　 受講者総数　290名
内容　年金給付（老齢・障害・遺族）について

　③シニアライフセミナーの開催
年金の受給を間近に控えた被保険者等を対象に、
県内3会場で開催しました。　 　  受講者総数　  61名
（セミナーテーマ）

　　　●年金・医療保険　●ライフプランと生きがい
　　　●家庭経済プラン

 保健・福祉施設事業
１． 健康づくり事業
　職場における健康づくり事業として、健康の保持増進と生活
習慣病に関する意識の向上を図るため、保健師・健康体操
指導員・管理栄養士による講話、健康相談、実技指導等を行い
ました。 　　　　 開催回数　21回　受講者総数　446名
2． メンタルヘルスセミナーの開催
　「レジリエンスしなやかで折れない心の作り方と良い睡眠による
心と身体の健康づくり」をテーマに開催しました。

受講者総数  　77名
3． 健康づくりＤＶＤの貸出し
　職場における健康づくり事業として、健康に関するDVD
の貸出しを行いました。　　　　　　  貸出本数　 　47本

4． 「海の家・プール」の開設
　県内の海の家3施設、プール1施設と利用契約を結び、共通
利用補助券を発行し、被保険者とその家族の皆様に利用して
いただきました。　　　　　　　　　　利用者総数　9,532名
5． 「第27回 社会保険いきいきウォーク」の開催
　JR焼津駅を発着とし、焼津小泉八雲記念館や日本一大きな
千手観音をご本尊とする大覺寺、焼津さかなセンターなど、港町
焼津の歴史と食を堪能しながら約8kmのコースを歩きました。
　　  　　　　　　　　　　　　　参加者　　 　 230名
6． 健康増進補助事業
①県内の17ボウリング場と契約し、割引券を発行しました。
②下呂温泉・長良川温泉での宿泊利用の助成券を発行
しました。

7． 福利厚生事業
①全国の宿泊施設やレジャー施設を優待料金で利用できる
「施設利用会員証」（紙版・Web版）を発行しました。
②家庭常備薬等を特別価格で斡旋しました。
③劇団四季ミュージカル『赤毛のアン』等の静岡県内公演観劇
チケットを特別割引料金で斡旋しました。

④県内の美術館・博物館5施設と契約し、共通利用補助券
を発行しました。　
 支部事業

　各支部において、その地域事情に即した各種事業を実施
しました。
（主な事業）
　①講習会、説明会等の開催（関係団体との共催）

・社会保険講座　　　　・社会保険基礎セミナー  等
　②健康づくり、レクリエーション事業の実施

・温泉利用補助  ・いちご狩り、フルーツパーク利用補助
・ゴルフ練習場利用補助 　・スポーツ施設利用補助 
 ・オートキャンプ場利用補助　等

令和7年度  収支決算
〔収入〕 〔支出〕

会費収入
受取利息
事業その他収入
積立金取崩収入
前期繰越金
　収入合計

75,851,842
769,458
728,545

0
24,148,008

　101,497,853

制度普及事業費
健康保持増進事業費
会員向け事業費
その他事業費
管理費
　支出合計
　
次期繰越金

24,939,904
11,034,105
20,504,665
2,420,480
20,038,339

　78,937,493
　

22,560,360

（単位：円）（単位：円）

静岡県社会保険協会 講師派遣

健康づくり講師の
派遣を行っております

ご利用ください！
利用補助券

「健康づくりDVD」
のご案内

静岡県社会保険協会 DVD 静岡県社会保険協会 利用補助

保健師や健康体操
指導員、管理栄養士
を職場や研修会場
に派遣しています。

ぜひお申し込み、ご利用ください。
●下呂温泉・長良川温泉宿泊
　助成券
●ボウリング割引券
●各支部で行っている
　利用補助券

メンタルヘルスや熱中症、
睡眠、運動、ハラスメント
など幅広いジャンルの
DVDを貸出しております。
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前月（12月分）まで

▼
2月 3月 4月 5月 12月
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出産予定月または出産月の前月から4か月間

育児免除期間

育児免除期間

母　親

父　親
（養父母）

＜育児免除イメージ図＞
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静岡県社会保険協会 講師派遣

健康づくり講師の
派遣を行っております

ご利用ください！
利用補助券

「健康づくりDVD」
のご案内

静岡県社会保険協会 DVD 静岡県社会保険協会 利用補助

保健師や健康体操
指導員、管理栄養士
を職場や研修会場
に派遣しています。

ぜひお申し込み、ご利用ください。
●下呂温泉・長良川温泉宿泊
　助成券
●ボウリング割引券
●各支部で行っている
　利用補助券

メンタルヘルスや熱中症、
睡眠、運動、ハラスメント
など幅広いジャンルの
DVDを貸出しております。
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「カスタマーハラスメントセミナー」受講申込書
（宛名シールに記載の6桁の数字）

■日時・会場

■内　　　容
■講　　　師
■受　講　料
■お 申 込 み

■定　　　員

■お 問 合 せ

従業員や会社を守るために必要な「カスタマーハラスメント対策」について
一般社団法人 日本産業カウンセラー協会静岡事務所　所長 菊池光洋※

無料
下記の「受講申込書」にご記入いただき、9月4日（金）までにFAXにてお申込み下さい。ただし、
各会場とも定員になり次第、締め切りとさせていただきます。その場合は、ホームページ
にてお知らせします。本年度の当会会費納入済事業所様のみ、お申込みを承ります。
東部・中部・西部　各30名（先着順）　＊1事業所1名様とさせていただきます。
開催日1週間前までに受講者あて「受講票」をお送りします。
一般財団法人 静岡県社会保険協会　TEL:054-255-0217（8:30～17:00/土日休）

FAX：054-255-3840

　西部会場 10/27（火）
受講者氏名 受講者氏名
東部会場 10/9（金）

受講者氏名
中部会場 10/2（金）

地区 開催時間：14：00～16：30開催日・会場 会場住所

中部 静岡労政会館10月 2 日（金） 静岡市葵区黒金町5-1

東部

アクトシティ浜松  コングレスセンター

10月 9 日（金） 沼津市大手町1-1-4

西部

プラサヴェルデ

10月27日（火） 浜松市中央区板屋町111-1

　カスタマーハラスメント（カスハラ）とは、一般的には顧客や取引先などから社会通念上許容されない暴言、
威嚇、過度な要求などといった著しい迷惑行為を指します。企業は安全配慮義務に基づき、従業員をカスハラ
から守る責任があります。
　令和8年10月より、カスタマーハラスメントを防止するために、雇用管理上必要な措置を講じることが事業主
の義務となります。今回のセミナーでは、従業員や会社を守るために必要なカスタマーハラスメント対策に
ついて学びます。

　社会保険・労働保険について、社会保険労務士がポイントを絞って説明
しております。
　事務担当者様の事務手続き時の参考や、新任担当者様向け教材として
ご活用ください。
（内容）社会保険の手続き／働き方と社会保険／ケガや病気／結婚・出産・
　　　 育児・介護の手続き／退職後の手続き

（※静岡県や静岡県警、企業等300件を超えるハラスメントやメンタルヘルス研修を行ってきたベテラン講師です）

※会場によっては駐車場がありませんので、ご注意ください。

「カスタマーハラスメントセミナー」開催のご案内

「ライフステージにおける社会保険・労働保険 2026年度版」を
配信しています

WEB
動画

静岡県社会保険協会　ライフステージ※ご視聴は、当協会「会員専用ページ」からご視聴ください。


